
１　性質別内訳 （単位：千円）

補正前の額 構成比％ 補正額 伸率％ 補正後 構成比％

361,408,788 82.4 2,166,461 0.6 363,575,249 81.6

20,895,810 4.8 ▲ 525,000 ▲ 2.5 20,370,810 4.5

10,856,644 2.5 186,400 1.7 11,043,044 2.5

45,410,041 10.3 5,281,222 11.6 50,691,263 11.4

438,571,283 100.0 7,109,083 1.6 445,680,366 100.0

　

２　項別内訳 （単位：千円）

補正前の額 構成比％ 補正額 伸率％ 補正後 構成比％

１項 50,991,883 11.6 5,442,720 10.7 56,434,603 12.7

２項 140,616,516 32.1 839,472 0.6 141,455,988 31.7

３項 79,605,206 18.1 1,100,623 1.4 80,705,829 18.1

４項 96,699,947 22.0 ▲ 791,629 ▲ 0.8 95,908,318 21.5

５項 48,096,985 11.0 517,897 1.1 48,614,882 10.9

６項 3,863,764 0.9 0 0.0 3,863,764 0.9

７項 18,696,982 4.3 0 0.0 18,696,982 4.2

438,571,283 100.0 7,109,083 1.6 445,680,366 100.0

３　財源内訳 （単位：千円）

補正前の額 構成比％ 補正額 伸率％ 補正後 構成比％

173,183 0.0 0 0.0 173,183 0.0

9,936,761 2.3 0 0.0 9,936,761 2.2

83,002,578 18.9 6,217,336 7.5 89,219,914 20.0

189,642 0.1 0 0.0 189,642 0.1

20,000 0.0 0 0.0 20,000 0.0

14,139,118 3.2 200,300 1.4 14,339,418 3.2

456,475 0.1 0 0.0 456,475 0.1

14,726,400 3.4 ▲ 539,100 ▲ 3.7 14,187,300 3.2

315,927,126 72.0 1,230,547 0.4 317,157,673 71.2

438,571,283 100.0 7,109,083 1.6 445,680,366 100.0
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４ 主な事業（一般会計） 

（１）教職員人件費（給料・手当等）（教育総務課、福利課）      2,133,464千円 

 （既定予算とあわせ 350,827,810千円） 

６月現在の人員構成で所要額を精査し、補正します。 

［主な内訳］ 

・給料     ＋1,714,507千円（職員数の増加による増） 

・期末手当    ＋613,803千円（給料等の増加による増） 

・勤勉手当    ＋647,934千円（給料等の増加による増） 

・共済費    ▲1,135,513千円（共済組合負担金率の改定等による減） 

 

 

 

（２）高等学校等教育改革促進基金積立金（教育政策課）       5,250,222千円 

 （既定予算とあわせ 5,250,622千円） 

国が策定した「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）」を踏まえ、     

高度専門職人材や理数系人材の育成など高校教育改革を先導する取組等を実施するため、

国の補助金を活用して、高等学校等教育改革促進基金に積み立てます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

 

 

（３）高等学校等教育改革促進事業【新規】（教育政策課）        325,000千円 

 （債務負担行為 205,000千円） 

公立高校のさらなる魅力化・特色化を図るため、高等学校等教育改革促進基金を活用し、   

改革先導拠点に採択された県内３校において、高度専門職人材や理数系人材の育成等に  

向けた先導的な教育プログラムの開発や教育環境の整備など、高校教育改革を推進する  

取組を実施します。 

  ［事業内容］ 

①県立市川工業高等学校 171,000千円（債務負担行為 150,000千円） 

       高度専門職人材のさらなる養成に向け、ＡＩ・ロボティクスコース等の新設や、   

最新の実習設備等を備えた探究ラボの整備に向けた取組を進めます。 

     ［主な事業］ 

      ・探究ラボの整備に向けた整備計画の策定等 

      ・実習用備品等の整備等 

②県立大原高等学校 146,000千円（債務負担行為 30,000千円） 

      スマート水産業など６次産業化を担う人材育成を進めるため、最新の陸上養殖設備を  

導入するほか、ＨＡＣＣＰ対応の加工場の整備に向けた取組を進めます。 

     ［主な事業］ 

      ・陸上養殖スマート設備の導入 

      ・ＨＡＣＣＰ対応加工場の整備に向けた整備計画の策定 

③市立千葉高等学校 8,000千円（債務負担行為 25,000千円） 

       理数系人材のさらなる育成を目指し、科学的探究プログラムの開発を行うとともに、  

科学的探究の実践や成果の発表等の場として、ＮＥＸＵＳ ＨＡＬＬの整備に向けた 

取組を進めます。 

     ［主な事業］ 

      ・探究活動のための備品等の整備 

      ・ＮＥＸＵＳ ＨＡＬＬの整備に向けた実施設計の実施 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（４）電子黒板導入事業（学習指導課、特別支援教育課）        648,000千円 

（既定予算とあわせ 691,100千円） 

令和７年度からの検証結果を踏まえ、児童生徒の学力向上のため、県立高校及び特別支援 

学校に電子黒板を本格導入します。 

   ［対象校］高等学校27校、特別支援学校10校 

 

 

 

（５）県立学校トイレ改修事業（教育施設課）     

▲1,247,000千円（既定予算とあわせ 3,663,500千円） 

（債務負担行為 1,247,000千円（既定予算とあわせ 3,500,000千円）） 

県立学校のトイレ改修工事のうち、トイレ先行改修事業について、入札不調により工期を

見直したことから、本年度の予算を減額するとともに、次年度の事業費を増額するために   

債務負担行為を変更します。 

 

 

 

（６）特別支援学校整備事業（教育施設課、特別支援教育課） 

（債務負担行為 1,071,000千円（既定予算とあわせ 11,045,000千円）） 

    特別支援学校の整備について、昨年度入札不調となった改修工事等に係る対応や、   

適正な工期を確保する必要があることから、債務負担行為を変更します。 

     ［事業内容］ 

    ・浦安市立明海南小学校の改修等による学校新設   （債務負担行為   540,000千円） 

    ・君津高校上総キャンパスの改修等による学校新設 （債務負担行為   351,000千円） 

・松戸特別支援学校の教室棟増築          （債務負担行為   180,000千円） 

 

 

 

（７）特別支援学校給食調理業務委託（保健体育課）   （債務負担行為 112,000千円） 

令和９年度に開校予定の（仮称）千葉地区特別支援学校における給食調理業務を、     

民間事業者へ委託します。 
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